
財務諸表に対する注記 
 
1 継続組織の前提に関する注記 
   該当なし 
 
2 重要な会計方針 

重要な会計方針は次のとおりである。 
 （1）有価証券の評価基準及び評価方法 
     償却原価法（定額法）によっている。 
 （2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

該当なし 
 （3）固定資産の減価償却の方法 
     該当なし 
 （4）引当金の計上基準 
     職員の退職給付の支給に備えるため、当期末の退職による要支給額に相当す

る金額を計上している。 
 （5）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
     該当なし 
 （6）消費税等の会計処理 
     消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 
 
3 会計方針の変更 

該当なし 
 
4 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 
   基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 （単位：円） 
科    目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 
 普通預金 
 定期預金 
 投資有価証券 

 
0 

  62,864,000 
225,050,000 

 
168,200,408 

0 
0 

 

 
0 

9,186,000 
168,200,408 

 
168,200,408 
53,678,000 
56,849,592 

小  計 287,914,000 168,200,408 177,386,408 278,728,000 

特定資産 
 退職給付引当資産 

 
63,596,832 

 
3,971,000 

 
3,989,928 

 
63,577,904 

小  計 63,596,832 3,971,000 3,989,928 63,577,904 
合  計 351,510,832 172,171,408 181,376,336 342,305,904 



 
5 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 
   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位:円） 

科    目 当期末残高 
(うち指定正味
財産からの充
当額) 

(うち一般正
味財産からの
充当額) 

(うち負債に 
対応する額) 

基本財産 
 普通預金 
 定期預金 
 投資有価証券 

 
168,200,408 
53,678,000 
56,849,592 

 
168,200,408 
53,678,000 
56,849,592 

  

小  計 278,728,000 278,728,000   
特定資産 
 退職給付引当資産 

 
63,577,904 

 
 

 
 

 
63,577,904 

小  計 63,577,904   63,577,904 
合  計 342,305,904 278,728,000  63,577,904 

 
6 担保に供している資産 
   該当なし 
 
7 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 
   該当なし 
 
8 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 
   該当なし 
 
9 保証債務（保証債務を主たる目的事業としている場合を除く）等の偶発債務 
   該当なし 
  
10 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 
   満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりで

ある。 
 （単位:円） 

種類及び銘柄 帳簿価額 時  価 評価損益 
第 62 回利付国債（20 年） 39,727,192 39,883,580 156,388 

第 330 回利付国債（10 年） 17,122,400 17,074,800 △ 47,600 

     合  計 56,849,592 56,958,380 108,788 
 
11 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 
   該当なし 



12 基金及び代替基金の増減額及びその残高 
   該当なし 
 
13 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 
   指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 
内   容 金 額 

経常収益への振替額  
浄化センター維持管理受託事業費の増額計上による振替額 

 
9,186,000 

 
14 関連当事者との取引の内容 
   該当なし 
 
15 キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 
   該当なし 
 
16 重要な後発事象 
   該当なし 
 
17 その他法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかに

するために必要な事項 
（1）リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借手に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 


